
　アメリカにおいて、学歴と就職、お
よび収入は、密接に関連している。求
人情報サイトなどにある仕事のほとん
どが、大学卒業を募集の最低条件とし
ているといっても過言ではない。もは
や大卒以上でなければ、中流レベルの
収入を約束する職に就くことはほぼ不
可能とまで言われている。
　一方で、大学を卒業したにもかかわ
らず、希望どおりの就職ができないと
いう者も少なくない。アメリカでは、学
費が年々高騰する中（図表１）、ローン
を組む学生は６割に上る。就職できな
かった学生の中には、卒業後ローンの
支払いが遅れたり、最悪の場合、破産
せざるを得ないケースもある。
　学生の卒業後の経済事情に関する実
態は、これまであまり明らかにされて
こなかった。しかし、ローンの諸問題
がメディアなどを通して顕在化するに
したがい、大学は学生の卒業後の人生
にも無関心であってはならないという
見方が社会的に強まってきた。特に就
職をどの程度保証できるのか、大学は
社会に対して説明する責任があるとい
う声が近年ますます大きくなってきて

　就職関連指標に関する一番の問題
は、大学間比較の難しさである。平均
給与を例にあげると、一般的にアメリ
カでは、理系の職業のほうが収入が高
い。したがって理系大学の卒業者とリ
ベラルアーツ系大学の卒業者の給与と
を単純比較することは、公平さに欠け
る。また、理系の職種の中でも分野に
よって給与体系が大きく異なる。した
がって理系同士を単純に比較すること
も、適当とはいえない。

いる。
　ただ、実際にどう説明責任を果たす
べきかという具体論になると、いまだ
コンセンサスは得られていない。それ
ゆえ、卒業後の労働実態に関する大学
の説明責任は、基本的に各大学の自主
性に委ねられ、データの報告・公開は
徹底されてはいない。
　最近では、就職率や卒業後の平均給
与などが代表的な就職指標として一部
の州で公開されてはいるが、参考に紹
介される程度で、これらの指標が全国
的に見て市民権を得ているとは言い難
い。
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学生ローン返済能力を示す
就職指標が大きな議論に

米 国 の 模 索 を 通 し て 考 え る 
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大学の教育成果の重要な指標の一つが「どんな職についたか」だ。
大学は、就職や収入をどこまで保証できるのか、また、保証すべきなのか。

とりわけ指標化が難しい就職指標について、
米国で訴訟に発展したケースを例に、考えてみたい。

学費の高騰を受け高まる
就職指標への関心

母数の「就職希望者」の
設定が難しい米国の事情

第3回

●日本・私立大学／文部科学省　2007 〜 2013 年：私立大学入学者に係る初年度学生納付金
●日本・国立大学／ 2003 〜 2010 年：広島大学高等教育研究開発センター、2011年以降は「国立大学等の授業料その他の費用に関
する省令（2004年文部科学省令第十六号）」に定める「標準額」。
●アメリカ／ CollegeBoard, Trends in College Pricing 2013, Table 2。１ドル＝ 101円で換算。
※注／１）日本の学費は初年次額で、入学金・施設使用費も含まれる。
　　　２）アメリカの学費は公表されている学費額の全国平均であり、関連学費（Student Fees）も含まれている。

大学の平均年間学費の推移  （名目値）図表1
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　各大学は異なるミッションの下、学
部構成も各々異なり、完全に同質の大
学など存在しない。多様性のある高等
教育を、単純な就職指標を用いて比較
することは不可能であると、主に私立
大学関係者から根強い反発がある。
　この批判は、就職関連指標に対する
懐疑的な見方と大きく関わっている。
すなわち、教育成果を就職や収入と
いう指標によって前面に押し出すこと
は、大学の本来持つ使命を矮小化させ
てしまうことにつながりかねないという
不安が、その根底にある。
　また、指標が本来測定すべきものを
正確に測定できるのかという技術的な
懸念もある。卒業生に占める就職者の
割合である就職率を例に考えてみよ
う。そもそも、卒業生全員が就職希望
者とは限らない。中には進学希望者も
おり、就職率を測定するには進学希望
者と就職希望者の分類が必要不可欠
であるのに、アメリカでそれを行うこと
は困難である。
　日本と異なりアメリカでは、累積単
位数で学年が決まる。また、パートタ
イムで通う学生も多いため、４年生に
なるタイミングや卒業する時期が、学
生によってそれぞれ異なる。そのよう
な中、誰を就職予備軍とみなすのか、
大学間で統一した定義を用いることは
難しい。

　このように就職指標に関するさまざ

る。一つは、「大学には学生が正規の
職業に就くための手助けをする義務が
ある」というメッセージを明確にするこ
と、もう一つは、学費高騰に対して抑
止力を働かせることである。
　前者は、余裕をもってローンの支払
いを行える程度の給料の職業に就ける
よう大学が教育・サポートしなければ
ならないということであり、後者は、卒
業生がローンの支払いで生活が圧迫さ
れるレベルまで学費を吊り上げること
は許されない、というメッセージと言え
る。

　アメリカの連邦政府奨学金は、給付
型とローンに大きく分類される。給付
型の奨学金は低所得者層に限定され、
ローンは基本的に希望者全てに貸し付
けられる。特に近年は学費の高騰を受
け、ローン利用者が増え続けており、
今では連邦政府は年間約17兆円の奨学
金を支出し、そのうち約10兆円はロー
ンで占められている＊。
　近年、高額な学費への対策としての
ローン政策の効果を疑問視する声が強
くなっている。代表的な批判内容は、
無条件に貸し付けるローンが、際限な
き学費上昇を許してしまっていること
や、就職できず、ローン地獄に陥って
しまう卒業生が増え続けている、など
だ。
　これらの声を受けて政府は、今まで
のようにほぼ無条件で奨学金を支出し
続けるのではなく、なんらかの評価シ
ステムを導入し、業績ベースの奨学金
システムに移行すべく模索を続けてい
た。ＧＥ指標はその一手である。
　しかし、さすがにこれを初めから全
ての大学に適用するのは困難であると
連邦政府も理解していた。そして、就
職指標の一番の問題とされていた大
学間比較をある程度可能にするために
も、対象の大学を絞ることにした。そ
の最初のターゲットとして選ばれたの

まな議論の下、試行錯誤を続けている
アメリカであるが、その作業がいかに
困難であるかを象徴する「事件」が、
2011年から2012年にかけて起こった。
Gainful Employment（以下ＧＥ）指標
政策に関わる一連の出来事である。
　ＧＥを訳すと「有給の雇用」で、平
たくいえば、毎月給料をもらえる安定
した職業を意味する。したがってＧＥ
指標とは、大学の卒業生がどれだけそ
のような職業に就いているかを示すも
のである。
　2011年に連邦政府は、「卒業生の学
生ローン返済率」「卒業生の年収に占
める学生ローン年間返済額の割合」
「法定貧困レベル1.5倍の額に占める学
生ローン年間返済額の割合」といった
３つのＧＥ指標を打ち出し、これらに
ついての説明責任を大学に求めた（図
表２）。
　各指標には最低基準値が設定され、
全ての指標で最低基準を下回った場
合、その大学に通う学生は、連邦政府
奨学金の受給資格を喪失するという罰
則も設けられた。
　ちなみにデータを出すにあたって、
アメリカの大学は自ら卒業生の追跡調
査を行ったのではない。連邦政府が各
大学から対象のプログラムに在籍した
個人データを提供させ、それを政府が
保持する社会保障税データベース、お
よび学生ローンデータベースと連結さ
せることによって一つひとつの指標を
算出したのである。
　このＧＥ指標には２つの狙いがあ

が、高等教育機関の中でも、修業年限
が２年以内の専門職養成プログラムを
有している大学である。
　このグループに対象を絞ったのには
理由があった。それは、営利目的の大
学対策である。
　一般的に専門職養成プログラムは
営利目的の大学に多いが、これらは非
営利目的の大学に比べて規制が緩く、
玉石混交と言われている。最新のテク
ノロジーを駆使して質の高い教育を提
供する大学もあれば、卒業すれば高収
入の仕事に就けるという偽りの宣伝を
行って法外な授業料を搾取する詐欺同
然の大学もあると指摘されている。
　営利目的の大学でも学生が連邦奨学
金を受けることができるため、その質
管理の問題は、連邦議会でも重要課題
として取り上げられるようになり、これ
らの大学に対して規制を強める動きが
起こっていた。このＧＥ指標は、悪質
な大学を一掃することを狙った一面も
あった。
　しかし、営利目的の大学は、連邦政
府の規制に対して徹底的にロビー活動
を展開し、ＧＥ指標政策の不当を訴え
た。彼らからすれば連邦政府の奨学金
は貴重な財源であり、一部の悪質な大
学のために多くのまっとうな大学が被
害を被りかねないこの政策は、到底受
け入れることはできないからである。
彼らは訴訟を起こし、司法の場に戦い

化し、学生の関心も高まっているため
に、卒業後の状況把握の重要性が高
まっているのは間違いない。
　残念ながら、今の日本には卒業生の
就労実態を機関レベルで知るためのイ
ンフラが整っていない。各大学に卒業
生の追跡調査と指標の計算を委ねる
という手法は、大学にとって多大なコ
ストがかかり現実的ではない。さらに
データの信憑性についても、大学任せ
ではどの程度保証されるのかという疑
問が残る。
　大学に卒業後の状況の説明責任に関
わる全ての業務を委ねるのは無理があ
る。一般企業においてさえ、顧客の商
品・サービス使用後のデータを集める
のは至難の業であるように、各大学が
説明責任に耐えうる卒業生の各種デー
タを独自に集めることは容易ではな
い。
　アメリカのＧＥ指標は、政府所有の
データと各大学の個人データを連結さ
せて算出したものであるが、かつての
アメリカも、省庁間の壁は高く、他省庁
にデータをシェアすることなど考えら
れもしなかった。政府であっても慣習
にとらわれずに現実に柔軟に対応でき
ることはアメリカの長所である。日本
でも、政府が省庁間の壁を乗り越えて
大学と協力し、卒業生の経済状況を明
らかにするためのリーダーシップをと
る必要がある。

を移した。
　2012年、司法は、ＧＥ指標の欠陥を
認め、連邦政府のＧＥ指標政策を無効
にする判決を下した。この裁判で特に
争点となったのが、指標に設定された
最低基準値の妥当性である。中でも問
題となったのは、第一の指標「卒業生
のローン返済率」であった。司法は、
連邦政府が最低基準値として定めた
35％が恣意的であり、その値を正当化
する裏づけが不十分であるとして、こ
の指標の無効を決定、同時にその他２
つの指標に関しても執行してはならな
いという判決を下した。
　連邦政府はこの判決の中でＧＥ指標
政策の見直しを命じられた。就職指標
に潜む問題を見逃さず、徹底的に追及
した営利大学の戦術勝ちであったとい
える。なお、近々修正案が連邦政府か
ら発表されることになっているが、ど
のような形になるか、業界関係者の注
目を集めている。

　アメリカでは高騰する学費とローン
問題ゆえに、卒業生の年収まで踏み込
む説明責任が焦点になりつつあるが、
日本ではそこまでの議論には至ってい
ない。
　ただし、いわゆるブラック企業や、
離職率、非正規雇用の問題などが表面

図表2 Gainful Employment （ＧＥ）指標の内容

卒業生の学生ローン返済率
定義：学生が卒業後、３年目と４年目の２年間で期限までに返済した連邦政府学生ローン合
計額を、ローン総額で割った割合。大学はこの指標で最低 35％を達成しなければならない。

１

卒業生の年収に占める学生ローン年間返済額の割合
定義：卒業生の連邦政府学生ローン年間返済額の中間値を年間収入の平均もしくは中間値で
割った値。大学はこの値を 12％以内に抑えなければならない。

2

法定貧困レベル1.5倍の額に占める学生ローン年間返済額の割合
定義：卒業生の連邦政府学生ローン年間返済額の中間値を年間法定貧困レベルと指定された
収入の 1.5 倍の額で割った値。大学はこの値を 30％以内に抑えなければならない。
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　今回取り上げたＧＥ指標政策の
直接のきっかけとなった報告書が、
2010年に発表された。Government 
Accountability Office (以下GAO)という
行政の説明責任遂行状況をチェックす
る連邦議会系独立機関のレポートだ。
　GAOは、連邦政府奨学金の使途に関
する説明責任調査の一環として、営利
大学の調査を行ったが、このレポート
が全国的な注目を集めた。というのも
GAOは、全国から抽出した15の営利大

ためらっている学生を半ば脅すような
形で入学を迫ったりするシーンなどが
克明に映されている。GAOはこの映像
をYouTube上で公開し、主要メディア
もその映像を繰り返し放送した。営利
大学対策は一大社会問題となって議会
を動かし、後のＧＥ指標政策へとつな
がっていった。
　このレポートには賛否両論あるが、ア
メリカの説明責任政策の徹底ぶりを示
す一つの例と言えよう。

学に対し、スパイ学生を送り込んだの
だ。そして学生獲得までの過程を徹底
的に記録し、これらの大学が法律に定
められた規則をどこまで遵守しているか
をチェックした。
　特に注目を集めたのが、職員と学生
のやり取りを記録した隠し撮りのビデ
オである。収入を低く偽って報告して奨
学金申請を行うよう学生に指導したり、
卒業後の収入見込みを高額に偽って学
生を入学させようと説得したり、入学を

大学への潜入で連邦奨学金の支出の適否を調査

「ローン返済額／年収」の
説明責任を求める指標

営利大学との法廷闘争で
ＧＥ指標は白紙に

日本での就職指標策定の
課題はインフラ整備

＊出典／ "Trends in Student Aid 2013", CollegeBoard 
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